
 

 

 

 

今回の見直しは、①一般低所得

世帯の消費実態との均衡を理由

にした生活扶助基準の見直し、②

児童養育加算及び母子加算等の

見直しの 2 つです。 

一般低所得世帯の消費実態と

の均衡では、総務省の計算でも

「貧困ライン」が下がり続け、貧

困ライン以下の世帯が貧困世帯

にカウントされなくなっており、 

 

 

 熊本市では、生活保護の捕捉率

が算出されてい

ません。 

2007 年の厚生労働省推計では、

所得のみで推計した場合 15・3％、

資産を考慮した場合で 32・1％と 

 

 

 

 

 

 

 

それに連動して生活保護基準を

引き下げれば、保護世帯の暮らし

はますます悪化します。  

児童養育加算及び母子加算等

の見直しでも、3 歳未満児や子ど

も１～2 人の世帯では減額です。 

上野議員は、受給世帯の７割近く

が減額となる今回の国の見直し

中止を国に求めるよう、市⾧に迫

りました。 

 

 

いう数値があり、研究者の推計で

は、約２割というデータがありま

す。貧困の解決には、この極めて

低い捕捉率を引き上げ、必要な人

が、制度をきちんと受けられるよ

うにしなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

適切な保護行政を進めていく

ためには、職員配置が重要です。 

 2018 年 4 月現在、本市のケー

スワーカーは、配置基準となる標

準数 150 人に対し、正規職員で

108 人配置されています。42 人の

不足で、充足率は 72％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それを補うため、再任用 3 人、嘱

託 20 人を配置していますが、嘱 

託ケースワーカーは標準数に含

めないというのが国の考えです。 

 正規職員で標準数を達成でき

るよう、速やかな職員配置の拡充

が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活保護費の削減は中止し、必要とするすべての人に支給を 
国は、今年 10 月から生活保護費の削減を行おうとしています。上野議員は、一般質問で削減の中止を求めました。 

子育て世帯、母子世帯等を直撃する保護費削減は中止を 

捕捉率を算出し、必要な人を保護制度の対象に 

正規職員でケースワーカーの配置率を 100％に 

 

共産党 熊本市議団 検索 



 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

生活保護世帯の

2018 年度から

一般世帯には、特定検診の受診

率向上のための制度として、「受診

券」が郵送されています。 

 しかし生活保護世帯には、健康

診査を受けるための「受診券」送

付依頼のはがきが出され、直接「受

診券」を送ることはされていませ

んでした。 

党市議団は、すべての人が健康

診査を受けやすくなるように、生

活保護の世帯も含めたすべての世

帯に、「受診券」を送ることを繰り

返し議会で求めてきました。 

熊本市の特定検診自己負担は、

1,000 円です。しかし、政令市

市のうち 6 市は無料、500 円の市

が 6 市です。無料の市も含めて非

課税世帯を無料としている政令

市は 15 市あります。 

「受診券」送付は、受診率向上

「特定検診」無料化もすすめるべき
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の健康診査 

から「受診券」を送付 

一般世帯には、特定検診の受診

制度として、「受診

しかし生活保護世帯には、健康

診査を受けるための「受診券」送

付依頼のはがきが出され、直接「受

診券」を送ることはされていませ

党市議団は、すべての人が健康

診査を受けやすくなるように、生

活保護の世帯も含めたすべての世

帯に、「受診券」を送ることを繰り

3 月議会の厚生委員会で、「2018

年度から生活保護世帯の健康診査

でも『受診券』を送るようにする」

との改善の答弁がありました。 

 生活保護世帯への健康診査受診

券は、6 月頃には送付される予定

です。ぜひ多くの人に、受診して

いただきたいと思います。   

 特定検診の受診率は、2017 年度

26.3％でした。目標値 60％に対

し、大きく立ち遅れています。 

受診率向上のために、今後積極的

な取り組みが必要です。 

熊本市の特定検診自己負担は、

円です。しかし、政令市 20

円の市

市です。無料の市も含めて非

課税世帯を無料としている政令

受診率向上に向けた一歩 

もすすめるべき 

熊本市でも、特定検診実施前

の健康診査は無料だったので、

元の無料に戻して 

いくべきです。 

 

■不誠実な国の対応  
これまで国交省は、住民団体が

くり返し求めてきた公開質問状の

回答や各集会への出席を拒否し続

けてきました。 

こうした国の不誠実な対応に対

して、今回、住民側が国交省役に

なり、同省のホームページで公開

している見解を説明、それに住民

が質問するという形の討論会が企

画されました。 

議論のなかで、住民の疑問に対

し、国が十分な説明を果たしてい

ない実態が改めて浮き彫りになり

ました。 
 

■ダム建設ありきの国の回答  
「白川の河川整備が進んでいる

が、ダムは必要なのか」、「ダムの

放流孔は詰まらないとした模型実

験は適正とはいえない」などの住

国は誠意ある説明を！
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これまで国交省は、住民団体が

くり返し求めてきた公開質問状の

回答や各集会への出席を拒否し続

こうした国の不誠実な対応に対

住民側が国交省役に

なり、同省のホームページで公開

している見解を説明、それに住民

が質問するという形の討論会が企

議論のなかで、住民の疑問に対

し、国が十分な説明を果たしてい

ない実態が改めて浮き彫りになり

の河川整備が進んでいる

が、ダムは必要なのか」、「ダムの

放流孔は詰まらないとした模型実

住 

民からの疑問、反論に対して国は

「問題ない」とする一方で、それ

を裏付ける文書の開示を拒んだ

りするなど、「ダム建設ありき」

の根拠に乏しい回答に終始する

場面が見られました。 
 

■市にも説明責任が 
 

 

こうした住民の疑問に対する

国の不誠実な姿勢があるなかで、

住民が危険にさらされる可能性

がある本市としても国の説明待

ちではなく、市主催による住民説

明会の開催が強く求められます。 

！ 住民が模擬討論集会 

 市議会だより 2018 年 4月 29 日、5月 6日合併号 

 


